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国際交流フォーラム「核兵器のない平和で公正な世界のために」

2006年2月27日（月）

婦人国際平和自由連盟（WILPF）日本支部 会長

杉 森 長 子
皆様、こんにちは。ご紹介いただきました杉森でございます。

このたびは、国際フォーラム「核兵器のない平和で公正な世界のために」にお招きいただき、有り難うございました。いつも東海道線や新幹線で通過していた静岡に、今日は降り立つことが出来まして、嬉しく思います。

　この国際フォーラムのテーマ「核兵器のない平和で公正な世界のための連帯」は、夏、広島・長崎で開催される原水禁世界大会と同じですね。一連の流れがずっと継続していることは、運動としての力強さを感じさせます。本日のフォーラムには、遠く太平洋を越えて、アメリカから、また近くは東アジアの韓国から、そして東南アジアからは、フィリッピンというように、隣国の方々のご参加があり、このように親しく意見交換し、「世界平和」に関して話し合う機会を持つことができ、大変に喜ばしいことです。

　私の所属するWILPF（Women’s International League for Peace and Freedom、日本語の名称は婦人国際平和自由連盟）の日本支部は、１９２１年（大正１０年）に結成された日本最初の女性平和団体、婦人平和協会が発展した団体です。母体であるWILPFは、第一次世界大戦中の１９１５年、欧米諸国で婦人参政権運動をしていた女性たちが、戦争の即時停止を求めて中立国オランダのハーグで会議を開き、終戦直後の１９１９年にスイスのチューリッヒで再び会合を持ち、結成した国際的な女性の平和団体です。WILPFの女性たちは、戦時中、参政権運動は出来ませんでしたが、平和運動を続け、そのために投獄された人も数多くありました。WILPFの国際本部はスイスのジュネーブに設置され、現在も活発な活動をしています。昨夏の原水禁世界大会には、国際本部から、スージー・スナイダー事務局長が参加した他に，アメリカ、カナダ、オーストラリア、ニュージーランドの各国支部とともに、日本支部も久しぶりで参加しました。また、国際本部の事務所は、ニューヨーク、パリ等にあり、それぞれ国連に対するロビーイングを熱心にしています。昨夏の世界大会でスージーさんが話されたように、WILPFは「世界平和と人権擁護」を目標に、設立以来今日まで、NGOとして出来る限りの活動をしてきました。特に、軍縮や軍備撤廃をめざした活動はもとより、人権擁護では、世界各地で難民救済と支援活動をしています。

　WILPF日本支部には、すでに８０年余の歴史があります。１９２１年に、婦人平和協会として結成されましたが、１９２３年夏、WILPF国際会長、ジェーン・アダムズの訪日中、親しくお話しする機会に恵まれた日本の女性たちは、WILPFへの参加を決意し、１９２４年のWILPF国際総会で、名称はそのままという日本側の条件が受け入れられ、WILPF日本支部として承認されました。以来、第二次世界大戦のため、日本政府により活動が禁止されるまで、約２０年間、平和運動を続けておりました。活動は、主に、家庭や地域あるいは学校等における平和教育、中国大陸で発生した飢饉や災害による難民の支援・救済活動、さらには、軍縮署名運動などです。日中戦争中でも北京愛隣館というセッツルメント建設と運営を支援しておりました。また１９２０年代〜３０年代に開催された幾多の軍縮会議にむけて数十万余の軍縮を求める署名を集め、軍縮会議へ代表を派遣して、署名と要望書を届けております。第二次世界大戦終戦前の時代には、日本の女性は参政権を持たなかったのですが、このような形で、その意思を社会に公的に示す知恵を働かせたのです。また海外からの留学生支援にも熱心でした。日中戦争にむかう険悪な空気の時代には、文部大臣に面会し、国際親善教育を進め、戦争を回避するようにと要望書を提出しています。戦前にこのような活動をすることは、勇気の必要なことです。その勇気は、国際平和への信念の強さと国際連帯に支えられているという活動基盤から生まれたものでしょう。「連帯」の重要性が伺われます。

第二次世界大戦終戦後、早くも１年余で、活動を再開した日本支部は、１９５３年のWILPF国際総会で正式復帰を承認されました。

　さて、話をもう少し現代に戻しましょう。今日のフォーラムのもとである「ビキニ環礁における水爆実験」とWILPFとの関わりです。パンフレットにあるように、１９５４年３月１日未明、アメリカが太平洋マーシャル諸島のビキニ環礁で水爆実験を行い、マーシャル諸島島民と近辺にいた漁船と乗組員が多く被災しました。今から、半世紀以上も前のことです。このニュースは直ちに日本全国民の知る所となりました。WILPF日本支部は、すぐ「原水爆実験禁止と兵器製造禁止を求める要望書」を作成し、ジュネーブの国際本部とニューヨークの国連常駐本部代表へ送付しました。WILPF国際会長の励ましの返信が来たことは言うまでもありませんが、思わぬ効果が生まれました。それは、この水爆実験がアメリカ国内では秘密になっていたということが判明したことです。日本支部の国際本部への要望書送付は、国際本部に行動を起こさせたばかりでなく、アメリカ中のWILPF地方支部に伝えられ、原水爆実験禁止にむけた活動がアメリカ中で起ったのです。アメリカ支部では、「原水爆を禁止せよービキニ問題をめぐってアメリカ人によるアメリカ人の理性への訴えー」と題するパンフレットを作成し、市民に配布し、政府にも働きかけました。その秋９月には、アメリカ支部のシアトル地方支部からは、水爆実験の犠牲になられた久保山愛吉様ご遺族へのお詫びとお慰めの書簡が日本支部経由で送られてきました。アメリカ各地にあるWILPFの地方支部はそれぞれに原水爆実験反対の意思表示行動を始めました。

　WILPF国際実行委員会の定例会議がこの年夏８月１５日から２１日まで、デンマークのコペンハーゲン近郊で開催されましたが、その会議でも、声明書が作成され、発表されました。その要点は以下の通りです。

　「最近の原子力兵器実験の結果が予測させることに鑑み、

　　国連が直ちに核分裂と融解による爆弾その他の集団破壊武器使用とこれ以上の発達を禁

　　止する措置をとるべきであること、

　　諸国が直ちに全面的世界軍備撤廃計画を始めるべきであること、あらゆる武器の製造な

　　らびに原子その他大量破壊の武器製造を禁止すること」

　イギリス支部からも、自国内で水爆実験禁止運動を起こすため、資料が欲しいと要望を寄せられ、日本支部は様々な資料と日本で展開されている運動について紹介しています。

　

　もちろん、日本支部の行動は、日本国内にも、大きな運動展開の契機となりました。つまり、平和にむけて、日本の女性団体の結集が促進され、原水爆実験反対の意思表示をする大会の開催や原水爆実験反対署名運動の実行というような大きな運動展開が認められます。署名運動でも、日本支部会員とともに、地域婦人団体山高しげり代表や主婦連合会奥むめを代表、また婦人団体連合会の会員諸姉が一斉に街頭に出て、熱心に署名運動に活躍されました。

　その翌年、１９５５年８月に、第１回原水爆禁止世界大会が開催されました。ビキニ環礁の事件後１年のことです。原水禁世界大会には、もちろん、WILPF日本支部の広島地方支部は以来今日まで毎年参加しております。日本支部理事会は、第１回（１９５５年）から第８回（１９６２年）まで毎年世界大会に参加した後、途切れました。しかし、１９７９年〜１９８４年の間は、再び参加しております。再度、不参加の数年の後、昨年２００５年、改めて参加しました。日本支部理事会は、世界大会不参加の期間には、原水爆禁止に関係する署名運動等の国民的活動、あるいは関係各国への声明書送付などの国際的活動はしておりました。また１９７８年には国連軍縮特別総会に参加したり、１９９５年にフランス政府に、南太平洋における核実験への抗議声明書を送付したりしたのは、その一例です。

　最後に、極最近に注目しましょう。WILPFは結成以来、戦争反対、軍備撤廃を主張し、平和な世界の創出には、人権擁護や貧困撲滅など社会的経済的問題の解決は不可欠であると考えて、地球規模の活動を展開してきました。このような文脈から、今もっとも重要に考えられるのは、安保理決議１３２５号の実行です。２０００年１０月、国連の安全保障理事会は、女性の平和と安全保障における重要な役割を認識し、全員一致して、１３２５決議を採択しました。この決議は、すべての国連加盟国に対して、あらゆるレベルの意思決定に女性の参画を認めるよう求めています。これは、女性のNGOとして、私たちが持つ唯一の大きな力になる手段です。今、国連は市民社会との連携を重視しています。市民社会の力を活用する時、最も有益な手段として、安保理決議１３２５号は効果を持つでしょう。なぜなら、この決議の成立には、WILPFを始め、５つの国際NGOが協力して、長年にわたり、国連に働きかけ、その実現の糸口をつくったからです。政策決定の場に女性の平等な参画を保障するこの決議が実行されて初めて、安全保障や平和の問題は解決へスピード・アップされるでしょう。２０世紀最後の年に、この決議が成立し、早、５年余が経過します。その効果は、女性の参画の遅れているといわれるイスラーム文化圏、特に、アフガニスタンやイラクの復興のための政治プロセスで、女性の姿が目につくようになったことで充分に明らかです。

　

　WILPFは、今秋１１月にキューバを会場に国際女性平和会議を開催する予定です。現在その準備中です。もちろんこの会議は公開です。どなたの参加も大歓迎されるでしょう。また一方、今年６月には、カナダのバンクーバー市で「平和フォーラム」が開催されます。それにもWILPF会員が世界各国から参加の予定です。ちなみに、バンクーバー市長はWILPFの会員です。国連へのロビーイングは最重要ですが、市民社会における様々なレベルでの平和会議の効果が相互に作用し合って、一つの大きな市民社会の力となる時、国連への効果も、また国連加盟国内での効果もそれぞれに意味あるものとなりましょう。それには、市民一人一人の存在を重要視する「人々の連帯」は不可欠です。また平和市長会議に象徴される地方行政レベルでの連帯が構築され、これらの連帯が相互に支援し合って相乗効果を発揮する時、国連等の国際機関で、あるいは一国内でのレベルで、運動目標実現に近づくことができましょう。今日のような「フォーラム」の場での経験の蓄積が新たな展開の糸口となりましょう。なぜなら、連帯の構築は、このような意見交換や国際交流の機会の積み上げから生まれると言えるからです。「核兵器のない平和で公正な世界のための連帯」は、そのような人々の様々な連帯の構築の上に実現されると信じて、今後も活動していきたいと思います。

　ご静聴有り難うございました。

-------------------------------------------------------------------------

プロフィール

氏名：杉森長子（すぎもり　ながこ）

所属／役職：婦人国際平和自由連盟日本支部（WILPF）/ 会長

　　　　　　国際婦人年連絡会／世話人

　　　　　　男女共同参画連携会議（エガリテ・ネットワーク）／議員

専門：女性史／平和運動史

最近の主著書：『アメリカの女性平和運動史』（単著）ドメス出版、１９９６年１月

 　　　　　　『軍国の女たち』（共著）吉川弘文館、２００５年１月

　　　　　　　（第４章　戦間期女性の平和・軍縮運動を担当）

　　　　 　　『２０世紀における女性平和運動—婦人国際平和自由連盟と日本の女性—』

　　　　　　　（編著）ドメス出版、２００６年５月（出版予定）　　　

その他：１９６１年〜６４年：フルブライト留学により、ペンシルヴァニア大学、

　　　　　　　　　　　　　　ウイスコンシン大学にて歴史学を研鑽

　　　　１９６７年東京大学博士課程修了

　　　　１９６７年〜６８年：ワシントン大学講師　　　　

　　　　１９８７年：東京大学アメリカ研究資料センター講師

　　　　１９８９年：同　助教授

　　　　１９９６年：日本女子大学人間社会学部教授

　　　　２００５年３月：　同　定年退職

　　　　第５１回、第５２回国連総会日本政府代表代理（第３委員会担当）

　　　　武蔵野市女性行動計画推進市民委員会議長（１９８５年〜２０００年）

　　　　東京都女性問題協議会委員
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